
信書便事業に係る動向等について

令 和 ６ 年 1 0 月 ８ 日
総務省情報流通行政局郵政行政部
信 書 便 事 業 課 、 郵 便 課

資料１



特定信書便事業者の総数及び役務別事業者数の推移

○ 令和５年度末の特定信書便事業者数は596者（前年度末から13者増）。
・ １号役務：535者（ 14者増（参入23者、退出9者））
・ ２号役務： 96者（ 2者減（参入なし、退出2者））
・ ３号役務：308者（ 6者増（参入10者、退出4者））

○ 令和４年度を除き、事業者数は毎年継続的に増加。役務別では、近年は２号役務（バイク便等３時間以内の送達

サービス）を提供する事業者は減少し、特に１号役務（大型サービス）の提供者が大きく増加。
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※複数役務に参入する事業者がいるため、特定信書便事業への参入事業者数とは一致しない。
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信書便物の総引受通数及び役務別引受通数の推移

○ 令和５年度の総引受通数は約2,116万通（前年度から約116万通増（5.8％増））。
・ １号役務：約1,558万通（約104万通増（ 7.2％増））
・ ２号役務：約 51万通（約 2万通減（ 5.2％減））
・ ３号役務：約 507万通（約 14万通増（ 2.8％増））

○ 近年は新型コロナ感染症の影響もあったが、令和５年度において引受通数は過去最大となった。提供
事業者数の増加に伴い、１号役務（大型サービス）が継続して増加している。
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特定信書便事業の総売上高及び役務別売上高の推移

○ 令和５年度の売上高総額は約188億円（前年度から約７億円増（4.0％増））。
・ １号役務：約108.2億円（約 5.0億円増（ 4.8％増））
・ ２号役務：約 2.3億円（約 0.0億円減（ 1.2％減））
・ ３号役務：約 77.8億円（約 2.3億円増（ 3.1％増））
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経営形態別の特定信書便事業者数及び割合（令和５年度末）

資本規模別の特定信書便事業者数及び割合（令和５年度末） （者）

特定信書便事業者の経営形態

○特定信書便事業者の経営形態を見ると、会社形態（株式会社、合資会社及び合同会社）が520
者で、全体の87.2％を占める。会社形態以外の法人では、協同組合が40者（6.7％）、社会福祉
法人が15者（2.5％）、ＮＰＯ法人が７者（1.2％）等となっている。
また、個人でも11者（1.8％）が参入している。

○会社形態の特定信書便事業者を資本規模別に見ると、87.1％（453者）が１億円未満であり、
中でも１千万円以上１億円未満の割合が最も大きく、会社形態の事業者の70.4％（366者）を占
めている。

資本金
～1千万円

未満
～1億円
未満

～10億円
未満

10億円
以上

合計

会社数 87 366 49 18 520

（割合） (16.7%) (70.4%) (9.4%) (3.5%)
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本社所在地別の特定信書便事業者数（令和５年度末）

地域別参入状況

○ 特定信書便事業者の本社所在地別に見ると、高知県を除く全ての都道府県において
事業参入が行われている。

都道府県
参入者

数

役務別
都道府県

参入者
数

役務別

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号

北海道 １８ １７ ９ １１ 茨城 ６ ６ ０ １

青森 ３ ３ ０ ２ 栃木 ３ ３ ０ １

岩手 ３ ３ ０ ２ 群馬 ９ ８ １ ５

宮城 ９ ９ ０ ４ 埼玉 １４ １３ ０ ５

秋田 ４ ３ １ ３ 千葉 ５ ５ １ ２

山形 ２ ２ ０ １ 東京 １４１ １０９ １５ ６４

福島 ４ ３ １ ３ 神奈川 ３２ ３１ ２ １１

東 北 ２５ ２３ ２ １５ 山梨 ２ ２ ０ １

新潟 ６ ６ ２ ５ 関 東 ２１２ １７７ １９ ９０

長野 １１ １１ １ ５ 岐阜 １２ １２ ２ ９

信 越 １７ １７ ３ １０ 静岡 １７ １７ ０ １３

富山 ９ ８ １ ５ 愛知 ３８ ３６ ２ ２１

石川 ５ ４ ２ ３ 三重 １０ １０ １ ４

福井 ４ ４ １ ０ 東 海 ７７ ７５ ５ ４７

北 陸 １８ １６ ４ ８

5

※役務別提供者数は、複数役務に参入する事業者がいるため、参入事業者数とは一致しない。

都道府県
参入者

数

役務別
都道府県

参入者
数

役務別

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号

滋賀 ５ ５ ０ ３ 徳島 ２ ２ ０ ２

京都 １０ ７ ３ ６ 香川 ３ ３ １ ２

大阪 ６１ ４８ １３ ３５ 愛媛 ７ ７ １ ４

兵庫 １８ １８ １ １１ 高知 ０ ０ ０ ０

奈良 ２ ２ １ ２ 四 国 １２ １２ ２ ８

和歌山 ２ ２ １ １ 福岡 ２９ ２９ ４ １０

近 畿 ９８ ８２ １９ ５８ 佐賀 １４ １３ ９ ６

鳥取 ２ ２ １ １ 長崎 １０ １０ ２ ６

島根 ７ ７ １ ２ 熊本 ８ ８ １ ２

岡山 ８ ８ ３ ６ 大分 ３ ２ ２ ３

広島 １４ １３ ２ ８ 宮崎 ３ ３ ２ ３

山口 ３ ３ １ ０ 鹿児島 ６ ６ ２ ４

中 国 ３４ ３３ ８ １７ 九 州 ７３ ７１ ２２ ３４

沖 縄 １２ １２ ３ １０

全 国 ５９６ ５３５ ９６３０８



公文書集配業務の信書便事業者への委託状況（令和５年）

（掲載団体数）

・都道府県: 22団体／ 47団体
・市町村： 106団体／1,718団体
・特別区： 14団体／ 23団体

計 142団体／1,788団体

注１：
アンケート回答数：

420団体／1,788団体
（回答率23.5%）

注２：

上記掲載団体数は、信書便の
利用を対外公表することについ
て了解が得られていない自治体
を除く。
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信書便制度の周知広報

○ 制度説明会
利用者及び事業者向け説明会を全国で実施

○ 個別訪問説明
主な訪問先：自治体、経済団体、企業等

○ 周知用ポスター
主な掲示先：国、自治体、信書便事業者等

○ 周知用チラシ
主な配布先：自治体、信書便事業者、企業等

○ 信書便年報
主な配布先：自治体、図書館、企業等

○ 総務省ホームページ
「信書便事業のページ」

周知用ポスター（B２版）
周知用チラシおもて（Ａ3版）

信書便年報（Ａ４版冊子）

7



総務省は、平成２２年３月５日に、特定信書便事業者であることを示す「特定信書便マーク」
を制定。

○総務省では、特定信書便事業者が信書の取扱が可能であることを明解に示すシンボル

マークを制定。

○特定信書便マークに総務省が期待するもの
(1) 利用者が特定信書便事業者を容易に識別可能になる。
(2) 特定信書便事業者に対する信頼性の向上を通じ、特定信書便事業全体の活性化に資する。
(3) 特定信書便事業者自身の適正な業務運行継続のインセンティブとなる。

○総務省は、このマークの商標を登録。特定信書便事業者は、総務省の許諾を受けて、無料でこの
マークを使用することができる。

○令和６年３月末現在、特定信書便事業者約２５０者に対して使用を許諾。

デザインコンセプト

○平和の象徴であるハトが、「信書」を運んでいる姿を表現し
たもので、古代から通信を担ってきた伝書鳩が、信書を安

全・確実に送り届けることをイメージさせる作品。背景の「ブ
ルー」色は、「希望」「冷静」のイメージ（“Blue Bird”（青い鳥・

希望の鳥））から、リボン付きの信書を大切な相手に向けて
無事に届ける願いを込めたもの（秋田市の業者の作品）。

［特定信書便マーク］ ［使用例］

特定信書便マーク 8



（ＵＲＬ https://www.soumu.go.jp/yusei/shinsyo_rule.html）

総務省ＨＰ「信書のルール」のご案内

信書便事業に関する情報 9

https://www.soumu.go.jp/yusei/shinsyo_rule.html


（又はこのＵＲＬを入力 https://www.soumu.go.jp/yusei/shinsyo_top.html）

「信書便事業」で検索してください 信書便事業 検索

（参考）総務省ＨＰ「信書便事業のページ」のご案内
10
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特定信書便事業者に対する主な税制特例措置の概要

○ 事業所税（地方税：市町村税） ※申告納税：地方自治体

11

注１ ・東京都（特別区の存する区域）、・政令指定都市、・首都圏整備法の既成市街地を有する市、・近畿圏整備法の既成都市区域を有する市、
・人口30 万人以上の地方税法施行令で指定する都市 【合計77団体】

○納税義務者：課税団体（注1）区域内で事業を行う法人又は個人

○課税客体： 事業所床面積（資産割）、従業者給与総額（従業者割） （注２）

○税制特例： 特定信書便事業の用に供する施設（課税標準の特例措置（２分の１控除）
※他に行っている事業と共用する部分については、対象外

○ 中小企業投資促進税制（国税：法人税・所得税） ※申請納税：納税地の所管税務署

○適用対象者：青色申告書を提出する中小企業者等※

○対象設備：・機械及び装置（１台160万円以上）

・測定工具及び検査工具（１台120万円以上、１台30万円以上かつ複数合計120万円以上）

・一定のソフトウェア（一のソフトウェアが70万円以上、複数合計70万円以上）

・普通貨物自動車（車両総重量3.5トン以上）

・内航船舶（取得価額の75％が対象）

○特例措置：７％の税額控除（資本金3,000万円以下の中小企業者等に限る。）又は30％の特別償却が可能。

○適用期間：令和７年３月３１日まで

○ 詳細は、https://www.soumu.go.jp/main_content/000808230.pdf をご覧下さい。
○ このほか、一般的なものとして、中小企業経営強化税制（法人税、所得税）、中小企業者等の少額減価償却資産
の取得価額の損金算入の特例（法人税、所得税）、交際費等の損金算入の特例（法人税） があります。

注２ 免税点： 資産割（課税団体区域内の各事業所の事業所床面積の合計が1,000㎡以下）
従業者割（課税団体区域内の各事業所の従業者の数の合計が100人以下）

※中小企業者等 ・資本金又は出資金の額が１億円以下の法人、・資本金又は出資金を有しない法人のうち常時使用する従業員数が1,000 人以下の
法人、・常時使用する従業員数が1,000 人以下の個人事業主、・農業協同組合等
ただし、以下の法人は対象外 ①大規模法人から２分の１以上の出資を受ける子会社、②２以上の大規模法人から３分の２以上の出資を受ける子会社

https://www.soumu.go.jp/main_content/000808230.pdf


• 「特定の受取人」とは、差出人がその意思の表示又は事実の通知
を受ける者として特に定めた者。

• 「意思を表示し、又は事実を通知する」とは、差出人の考えや思
いを表し、又は現実に起こり若しくは存在する事柄等の事実を伝
えること。

• 「文書」とは、文字、記号、符号等人の知覚によって認識するこ
とができる情報が記載された紙その他の有体物のこと。

「信書」とは、「特定の受取人に対し、差出人の意思
を表示し、又は事実を通知する文書」

（郵便法第４条第２項及び民間事業者による信書の送達に関する法律第２条第１項）

電磁的記録物は信書ではない

電磁的記録物（例：情報をCD、DVD、USBメモリ等に電子データとして記録したもの）は、そこに記載された情報

が人の知覚によって認識することができないものであり、「文書」とはならないため、信書に該当しない。

信書について 12



※ ◇印は個々の相談において判断された事例。

信書に該当する文書 信書に該当しない文書

■書状

■請求書の類
【類例】納品書、領収書、見積書、願書、申込書、申請書、申告書、依頼書、
契約書、照会書、回答書、承諾書、◇レセプト（診療報酬明細書等）、◇推
薦書、◇注文書、◇年金に関する通知書・申告書、◇確定申告書、◇給
与支払報告書

■会議招集通知の類
【類例】 結婚式等の招待状、業務を報告する文書

■許可書の類
【類例】 免許証、認定書、表彰状
※カード形状の資格の認定書などを含みます。

■証明書の類
【類例】印鑑証明書、納税証明書、戸籍謄本、住民票の写し ◇健康保険
証、◇登記簿謄本、◇車検証、◇履歴書、◇産業廃棄物管理票、◇保険
証券、◇振込証明書、◇輸出証明書、◇健康診断結果通知書・消防設
備点検表・調査報告書・検査成績票・商品の品質証明書その他の点検・
調査・検査などの結果を通知する文書

■ダイレクトメール
・ 文書自体に受取人が記載されている文書
・ 商品の購入等利用関係、契約関係等特定の受取人に差し出す趣旨
が明らかな文言が記載されている文書

■書籍の類
【類例】新聞、雑誌、会報、会誌、手帳、カレンダー、ポスター、◇講習会
配布資料、◇作文、◇研究論文、◇卒業論文、◇裁判記録、◇図面、◇
設計図書

■カタログ

■小切手の類
【類例】 手形、株券、◇為替証書

■プリペイドカードの類
【類例】 商品券、図書券、◇プリントアウトした電子チケット

■乗車券の類
【類例】 航空券、定期券、入場券

■クレジットカードの類
【類例】 キャッシュカード、ローンカード

■会員カードの類
【類例】 入会証、ポイントカード、マイレージカード

■ダイレクトメール
・ 専ら街頭における配布や新聞折り込みを前提として作成されるチラ
シのようなもの

・ 専ら店頭における配布を前提として作成されるパンフレットやリーフ
レットのようなもの

■その他
◇説明書の類（市販の食品・医薬品・家庭用又は事業用の機器・ソフト
ウェアなどの取扱説明書・解説書・仕様書、定款、約款、目論見書）、◇求
人票、◇配送伝票、◇名刺、◇パスポート、◇振込用紙、◇出勤簿、◇ナン
バープレート

信書について 13



特定の方ではなく、ご覧になる方一般に向けて意思を表示したり、事実を通知するために作成された文書は、信書に

該当しません。

（例）

・来店した顧客に手渡すなどにより不特定の者に配布されている店舗移転のお知らせを他の顧客に送付する場合

・店舗やロビー等に置いて関心を持った者に自由に持ち帰らせるなど不特定の者に配布されているイベント・セミナー

等の案内チラシを取引先に送付する場合

一方、特定の受取人に対して意思を表示したり、事実を通知するために作成された文書は、信書に該当します。

※ ホームページや新聞等に掲載した内容と同一内容の文書であっても、特定の受取人に対し、差出人の意思を

表示したり、事実を通知するために作成された文書は、信書に該当します。

（例）

・会員限定のセールの開催案内を会員に送付する場合

・顧客を対象としたイベント・セミナー等への参加を勧誘したり、依頼する文書を取引先に送付する場合

また、意思を表示したり、事実を通知する文書であっても、例えば、会社から各従業員に対する文書を本社において

全従業員分を一括作成し、支店等に所属する従業員分をまとめて送付する場合には、本社からその支店等への送付

については、これにより会社が意思を表示したり、事実を通知するものではないため、信書の送達には該当しません。

（その文書によって会社が意思を表示したり、事実を通知するのは、支店等においてその文書を各従業員に交付する

際です。）

（例）

・本社で作成した全従業員分の給与明細を支店等の給与担当者に送付する場合

Q1 特定の方ではなく、ご覧になる方一般向けに作成したお知らせ文書は信書に該当しますか？

信書の送達に関するQ&A（よくある質問）
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信書の送達は、信書をその名宛人に送達することとなっておりますので、信書の差出しの委託を受け

、郵便局又は信書便事業者に差し出すことのみを業とすることは、信書の送達にはなりません。

Q２ 差出人から委託を受けて、信書を郵便局又は信書便事業者に差し出すことは、信書の送達に該当
しますか？

信書の送達に関するQ&A（よくある質問）

Q３ 受け取った文書を差出人に返送する場合は、信書の送達に該当しますか？

ご指摘の事例では、信書に該当する場合と該当しない場合があります。

例えば、未記入の申込用紙を送付する場合は、特定の受取人に対する差出人の意思を表示したり、

事実を通知する文書とはならないため、信書に該当しませんが、その申込用紙を受け取った申込人が、

必要な事項を記入した上で企業等に送付する場合は、特定の受取人に対して差出人の意思を表示し

たり、事実を通知する文書となるため、信書に該当します。
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履歴書は、一般的に、応募する会社等に対し自らの経歴や資格等の情報を通知する文書であり、応

募者から会社等に送付する場合は、特定の受取人に事実を通知する文書となるため、信書に該当しま

す。

また、会社等による選考後、当該履歴書を応募者に返送する場合は、応募者への合否の通知という

信書を送付する際に同封することが一般的であるため、郵便又は信書便で送付する必要があります。

なお、会社等から応募者に履歴書を単体で返送する場合は、会社等から応募者に対して意思を表示

したり事実を通知する文書ではないため、信書には該当しません。

信書に該当するか否かは、個人情報を含むか否かによってではなく、その文書の内容が、特定の受
取人に対して、差出人の意思を表示したり、事実を通知するものであるか否かによって判断されます。

Q１ 個人情報の記載がある文書はすべて信書に該当しますか？

信書の送達に関するQ&A（具体的な事例）

Q２ 論文は信書に該当しますか？

論文は、一般的に、広く一般に自らの考えや研究成果を知らしめるために作成される文書であるため

信書には該当しません。

（類例）作文、卒業論文、俳句、裁判記録、講習会冊子

Q３ 履歴書は信書に該当しますか？
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信書の送達に関するQ&A（具体的な事例）

車検証は、陸運局等が自動車の所有者に対して、登録された自動車が保安基準に適合していること

及び記載された所有者が所有権を有しているという事実を通知したり、意思を表示する文書であり、信

書に該当します。

一方、自動車の所有者が受領した後においては、その車検証による事実の通知や意思の表示が既

になされた後であるため、その原本もコピーも、信書に該当しません。

（類例）血統書、合格証書、産業廃棄物管理票、点検表・調査報告書・検査成績票・品質証明書その

他の点検・調査・検査などの結果を通知する文書

Q５ 車検証は信書に該当しますか？

各種試験の合否や得点・偏差値等を記載した文書を、その内容を通知するために送付する場合には

、差出人から特定の受取人に対して意思を表示したり、事実を通知する文書であるため、信書に該当し

ます。

Q４ 各種試験の合否や得点・偏差値等を記載した文書は信書に該当しますか？
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信書の送達に関するQ&A（具体的な事例）

特定のサービス の利用者を対象とした実際に利用したサービスの満足度アンケートは信書に該当し

ます。

Q７ アンケートは信書に該当しますか？

運輸支局等 から自動車所有者・使用者に車検証情報の一部を記録したＩＣタグの付いた車検証を送

付する場合、自動車が検査日における自動車保安基準に適合していること等を証明するという意思を

表示し、又は事実を通知することが主体であると認められ、ＩＣタグの添え状になりません。

Q６ 車検証はＩＣタグの添え状になりますか？

教会の活動に対するアンケートについて、設問が教会の各種活動に参加等していなければ回答でき

ない内容でなければ、信書とはされません。

Q８ アンケートは信書に該当しますか？
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信書の送達に関するQ&A（具体的な事例）

ID、パスワードを使用してログインさせるため受取人にお知らせするものであり、信書に該当する。

Q10 個別のID、パスワードを引換券に記載し、同ID等を使用してログインを求める場合は信書に該当し

ますか？

個別番号を受取人にお知らせする意味があり信書に該当する。差出人の整理用の整理番号等で受

取人にお知らせする意味のない場合は信書に該当しない。

Q９ 送付先ごとに個別番号を記入し、受取人が申込用紙で申し込む際に同番号の入力を求める場合は

信書に該当しますか？

特定されていない母集団から無作為抽出した場合は信書に該当しないが、同母集団が特定の者のと

きは、同母集団から無作為抽出する場合でも信書に該当する。

Q11 特定されていない母集団から無作為抽出で選んだ者に対してのアンケートは信書に該当しますか

？
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ご清聴ありがとうございました。
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